
90,154 人 　面　　　積 (㎢) 都道府県名 大阪府
88,523 人 １ 7 年 国 調 Ⅱ- 3

1.8 ％ 　人口密度 (人) ふりがな

住 帳 90,065 人 659人 １ 7 年 国 調 団体名 貝塚市
基 人 90,150 人 1.7％
台 口 -0.1 ％ １ 7 年 国 調 (人) 団体コード Ⅱ- 7

　 12,694人
決 算 額 31.8％ １ 2 年 国 調 (人)

11,716,108
195,184 25,813人 収
56,335 64.7％ １ 7 年 国 調

21,129 支
9,872 １ 2 年 国 調

800,095 状
-                     
-                     構 成 比 況

98,245 92.3
-                     92.3

178,146 42.3
4,063,763 個 人 均 等 割 1.0

普 通 交 付 税 3,679,294 所 得 割 33.8
特 別 交 付 税 384,469 法 人 均 等 割 1.6

17,138,877 法 人 税 割 6.0
20,238 42.5

393,877 40.6
446,167 1.2
87,114 6.2

5,440,394 -             1
-                     -             2

1,820,161 -             1
25,728 7.7 1
3,393 7.7 1

623,479 0.0 18
141,811 -             1
354,703 7.7

3,863,900 -             
うち減収補てん債（特例分） -                     -             
うち臨時財政対策債 1,173,800 -             

30,359,842 100.0

決 算 額 市民税
5,701,483 現年 98.0

う ち 職 員 給 3,550,427 滞納 26.3
6,311,340 合計 93.8
2,631,673 純固定資産税

内 元 利 償 還 金 2,628,740 現年 98.1
訳 一 時 借 入 金 利 子 2,933 滞納 21.1

14,644,496 合計 91.5
2,860,552 市税合計

141,119 現年 98.2
4,498,099 積立 滞納 23.1

うち一部事務組合負担金 1,082,945 金現 合計 93.0
3,529,245 在高

83,077 個人市民税均等割

33,088 3,000円
-                     個人市民税所得割

4,414,854 公 合 計 国会 標準税率
　 う ち 人 件 費 124,391 営 下 水 道 民計 法人市民税均等割

内 普 通 建 設 事 業 費 4,414,854 ％ 104.4 ％ 事 病 院 健の 標準税率
　 う ち 補 助 918,405 業 上 水 道 康状 市民税法人税割

　 う ち 単 独 3,496,449 へ と 畜 場 保況 14.7/100
訳 災 害 復 旧 事 業 費 -                     の 国 保 険　 固定資産税

　 失 業 対 策 事 業 費 -                     繰 介 護 保 険 事 　 1.4/100
30,204,530 出 後期高齢者他 業 　

注意事項　： 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。
経常一般財源等比率は、歳入の経常一般財源等の合計÷標準財政規模により算出（それぞれ臨時財政対策債を含むものとした）。

人口、面積及び人口密度に係る平成17年国勢調査欄については、平成19年１月1日の岸和田市との境界変更に伴う修正後の数値を掲載している。

43.99

実質公債費比率
連結実質赤字比率
実 質 赤 字 比 率

特   別   職   等 定    数 適用開始年月日

27,324
- 

議 会 副 議 長

平均給料月額（円）

8,640
7,470
6,660

6,480
5,500
5,900

389,459
329,205

323,802
1人当たり平均給料
（報酬）月額　（百円）

- 

20.04.01
20.04.01
19.04.01
20.04.01
20.04.01

議 会 議 長
教 育 長
副 市 長
市 区 町 村 長

6,200

人 17年国勢調査 産 業 構 造

12 年 国 調 市 町 村 類 型
かいづかし

2,049
人 口 集 中 地 区 人 口

平 成 2 １ 年 度 12年国勢調査 区   分 17 年 国 調
口 増　 減 　率

決 算 状 況 22.3.31 第 1 次 642人
21.3.31 1.6％

増　 減　 率 地 方 交 付 税 種 地
歳 入 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 %) 第 2 次 10,804人 83,905

区 分 構 成 比 経常一般財源等 構  成  比 平成20年度（千円）
地 方 税 38.6 10,814,052 67.7 82,154 の 指 定 状 況

第 3 次 27,054人 世 帯 数

平成21年度（千円）27.4％ 指 定 団 体 等 区 分

歳 出 総 額 30,204,530地 方 譲 与 税 0.6 195,184 1.2 28,558,283
歳 入 総 額 30,359,842 28,700,094

68.5％ 歳 入 歳 出 差 引利 子 割 交 付 金 0.2 56,335 0.4 155,312 141,811
配 当 割 交 付 金 0.1 21,129 0.1  31,592 繰 越 財 源 105,411 60,488
株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 0.0 9,872 0.1  実 質 収 支 49,901 81,323

29,716 単 年 度 収 支 -31,422 地 方 消 費 税 交 付 金 2.6 800,095 5.0 30,356
ｺ ﾞ ﾙ ﾌ 場 利 用 税 交 付 金 - - - 市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 ％ ) 積 立 金 31,100 30

 

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - -
普 通 税 10,811,658 113,745

区 分 収 入 済 額 超過課税分
自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.3 98,245 0.6 積 立 金 取 崩 額 180,000 50,000                       

繰 上 償 還 金 9,958 27,898                       

軽 油 引 取 税 交 付 金 - - -
市 町 村 民 税 4,957,753 113,745

法    定    普    通    税 10,811,658 113,745
地 方 特 例 交 付 金 0.6 178,146 1.1

実 質 単 年度 収支 -170,364 8,284

- 450 317,407一 般 職 員
職員数（人） 総給料月額（千円）

142,833地 方 交 付 税 13.4 3,679,294 23.0
12.1 3,679,294 23.0 3,961,941 - うち技能労務員 82 25,078

一
般
職
員
等

-              臨 時 職 員 - 

　・近畿圏
　　　近郊整備

83

112,108
305,829

1.3 - - 186,022 - 教 育 公 務 員 37 14,410
( 一 般 財 源 計 ) 56.5 15,852,352 99.3 697,682 113,745 消 防 職 員

-　　　　　　　うち純固定資産税 4,762,079 -              合 計
固 定 資 産 税 4,979,967交通安全対策特別交付金 0.1 20,238 0.1

570 184,567
使 用 料 1.5 71,744 0.4
分 担 金 ・ 負 担 金 1.3 -

一 部 事 務 組 合
加 入 の 状 況手 数 料 0.3 - - 市 町 村 た ば こ 税 730,955 -              

軽 自 動 車 税 142,983 -              

鉱 産 税 -                          -              国 庫 支 出 金 17.9 - -
特 別 土 地 保 有 税 -                          -              国 有 提 供 交 付 金 - - -

　　　法  定  外   普   通   税 -                          -              都 道 府 県 支 出 金 6.0 - -

法    定    目    的    税寄 附 金 0.0 - -
財 産 収 入 0.1 - -

2.1 -繰 入 金

19,440
繰 越 金 0.5 -

0.1

-
-              

入 湯 税

病 院 事 業 管 理 者
議 会 議 員 20.04.01

21.04.01-

135.9
12.9

－ 
－ 

(350.00)
(25.00)
(17.66)
(12.66)

将 来 負 担 比 率

諸 収 入 1.2

904,450 -              

都 市 計 画 税 902,056 -              
事 業 所 税 -                          

目 的 税 904,450 -              

-                          -              
水 利 地 益 税 等 -                          -              

-              2,394

地 方 債 12.7 - -
- - - 法  定  外  目   的   税

3.9 - - 旧 法 に よ る 税
100.0 合 計 11,716,108 113,745

性 質 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 %) 目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 ％ ) 区 分

　・ごみ処理

　・後期高齢者医療

-                          -              

健全化判断比率 　（％）

　   （ ）内は早期健全化基準
歳 入 合 計 100.0 15,963,774

(単位:千円) 市税徴収率（％）
区 分 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経 常 収 支 比率 区 分 決  算  額  (A) 構  成  比 (A) のうち普通建設事業費 (A) の充当一般財源等 基準財政収入額 9,250,227

人 件 費 18.9 5,303,005 5,100,596 29.8 議 会 費 271,215 0.9 -                       271,215 基準財政需要額 12,941,406
11.8 3,267,929 - - 総 務 費 4,454,415 14.7 137,984 2,555,247 標準税収入額等 11,978,126

扶 助 費 20.9 1,985,397 1,983,797 11.6 民 生 費 10,166,633 33.7 86,879 4,994,963 標 準 財 政 規 模 16,831,220
公 債 費 8.7 2,612,461 2,598,906 15.2 衛 生 費 3,077,106 10.2 53,225 2,458,738 財政力指数(3ｹ年平均) 0.738

8.7 2,609,528 2,595,973 15.1 労 働 費 80,063 0.3 -                       36,288 実質収支比率(％) 0.3
0.0 2,933 2,933 0.0 農 林 水 産 業 費 243,148 0.8 124,814 227,282 経常一般財源等比率（％) 101.8

( 義 務 的 経 費 計 ) 48.5 9,900,863 9,683,299 56.5 商 工 費 118,816 0.4 -                       109,145 公債費負担比率（％) 13.7
物 件 費 9.5 2,032,395 1,829,445 10.7 土 木 費 2,531,108 8.4 469,968 2,291,349 公債費比率（％) 11.3
維 持 補 修 費 0.5 115,389 115,389 0.7 消 防 費 975,527 3.2 152,718 901,852 起債制限比率(％) 9.9
補 助 費 等 14.9 2,475,428 2,276,913 13.3 教 育 費 5,654,826 18.7 3,389,266 2,470,933 867,827

3.6 729,945 729,596 4.3 災 害 復 旧 費 0 0.0 -                       － 減 債 基 金 188,585
繰 出 金 11.7 3,109,569 2,759,792 16.1 公 債 費 2,631,673 8.7 -                       2,612,461 特定目的基金 1,921,092
積 立 金 0.3 61,000 -                        -                       -                     24,155,450-                       諸 支 出 金 -                     -              
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0.1 8,682 8,682 0.1 前 年 度 繰 上 充 用 金 -                     -              -                       -                     うち政府資金 14,220,212

100.0 4,414,854前 年 度 繰 上 充 用 金 -          -                       経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 18,929,473
投 資 的 経 費 14.6 1,226,147 16,673,520千円 4,191,438 実 質 収 支 額

歳 出 合 計 30,204,530
102,132 債務負担行為額 4,167,380

0.4 124,391 経 常 収 支 比 率 1,415,369 再 差 引 収 支 99,498 物 件等 購入 3,841,555
14.6 1,226,147 97.3 627,000 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 12,925 保 証 ・ 補 償 -

11.6 1,164,267 2,233
(減収補てん債（特例分）及び
臨時財政対策債除く)

そ の 他 325,8253.0 61,880 35,193

-          -                       歳 入 一 般 財 源 等 581,667
-          -                       19,084,785千円 716,022 　　　国 庫 支 出 金 103 収 益 事 業 収 入

272086

31,820
歳 出 合 計 100.0 18,929,473 813,954 　　　保 険 給 付 費 -271 土地開発基金現在高

　　　保険料 収入額 90

財政調整基金

地 方 債 現 在 高

区 分

被 保 険 者 1 人 あ た り -                     実質的なもの -
被 保 険 者 数 ( 人 ) 23,675


